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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第121期

第１四半期
連結累計期間

第122期
第１四半期
連結累計期間

第121期

会計期間
自平成29年４月１日
至平成29年６月30日

自平成30年４月１日
至平成30年６月30日

自平成29年４月１日
至平成30年３月31日

売上高 （百万円） 22,245 24,197 104,231

経常利益 （百万円） 1,292 1,086 5,994

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 1,822 552 6,030

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,013 △872 10,884

純資産額 （百万円） 93,270 99,573 101,095

総資産額 （百万円） 140,013 159,770 162,446

１株当たり四半期（当期）純利

益
（円） 34.24 10.38 113.26

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 63.7 59.1 58.9

 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

　　　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　　　４．当社は、「役員報酬ＢＩＰ信託」を導入しております。当該信託が所有する当社株式については、四半期連結

財務諸表において自己株式として計上しております。このため、１株当たり四半期（当期）純利益金額の算定

上、期中平均株式数の計算において当該株式数を控除する自己株式に含めております。

　　　５．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年2月16日）等を当第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指標

等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断し

たものであります。

 

（１）経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間の世界経済は、保護貿易が高まりを見せる中、着実な拡大が続きました。海外で

は、北米景気が設備投資や個人消費を柱に堅調さを維持しており、中国でも個人消費の拡大ピッチはやや鈍化し

たものの、工業生産の伸びが加速し、また、欧州経済も内需を中心に底堅い推移を辿りました。

国内においても、世界景気の回復に伴う資本財輸出の増加や、堅調な設備投資等を背景に拡大基調が持続しま

した。

当社グループの事業環境につきましては、海外では、引き続き北米・中国等で自動車業界の設備投資が活発で

ありました。国内でも、企業のキャッシュフローが潤沢である中、人手不足を背景とした合理化・省力化投資等

を中心に設備投資が増加基調を辿りました。

こうした情勢下、受注高は、対前年同四半期比4,048百万円増加の29,903百万円（前年同四半期比15.7％増）、

売上高は、同1,952百万円増加の24,197百万円(同8.8％増）、受注残高は、同6,605百万円増加の44,306百万円

（同17.5％増）となりました。

収益は、営業利益が同96百万円増加の842百万円（同13.0％増）となりましたが、貸倒引当金戻入額が減少した

こと等により、経常利益は同206百万円減少の1,086百万円（同16.0％減）を計上し、親会社株主に帰属する四半

期純利益は、前年同四半期にあった税効果会計の影響がなくなり、同1,270百万円減少の552百万円（同69.7％

減）となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

　[鋳造分野]

売上高は、同273百万円増加の7,751百万円（同3.7％増）となりました。国内向けが弱含んだ一方、海外では、

中国ローカル企業向けの造型装置や国内だけでなく中国・北米の日系自動車メーカー向けにも無機中子製造装置

が好調に推移しました。

営業利益は、原価率等の上昇により同475百万円減少の66百万円（同87.7％減）に留まりました。

　[表面処理分野]

売上高は、同1,208百万円増加の10,999百万円（同12.3％増）となりました。装置売上高が、自動車部品やダイ

カスト、セラミック業界向けを中心に増加したことに加え、消耗品も、設備稼働率の好調による販売数量の増加

が寄与し続伸しました。

営業利益は、売上の増加に伴い同301百万円増加の873百万円（同52.8％増）となりました。

　[環境分野]

売上高は、同174百万円増加の2,533百万円（同7.4％増）となりました。工場内環境の改善マインドの高まり等

を背景に集塵機の需要が高まりを見せているほか、排ガス浄化装置も印刷ほか幅広い業界に向けて売上が伸長し

ました。

営業利益は、原価率の改善と売上増加とが相俟って同86百万円増加の231百万円（同59.6％増）となりました。

　[搬送分野]

売上高は、同25百万円減少の1,695百万円（同1.5％減）となりました。国内は、工作機械業界やロボットメー

カー向け及び自動倉庫で用いられるシザーリフトが堅調に推移しているほか、配送センター向けのコンベヤが好

調でしたが、北米市場での反落が響きました。

一方、営業利益は、前年同四半期が不採算案件の影響で赤字でしたが、同100百万円増加の51百万円（前年同四

半期は49百万円の損失）の黒字に転換しました。

　[特機分野]

売上高は、同154百万円増加の1,448百万円（前年同四半期比11.9％増）となりました。二次電池製造工程向け

の精密プレス機やサーボシリンダの好調が続いており、インバーター用の電気特性検査装置等も順調に拡大しま

した。

但し、営業損益は、新規分野における費用が先行で発生し、同15百万円減少の19百万円（前年同四半期は３百

万円の損失）の損失となりました。
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（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

（３）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は390百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

（４）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状

と見通しについて、重要な変更はありません。

（５）経営者の問題認識と今後の方針について

　　当第１四半期連結累計期間において、経営者の問題認識と今後の方針について、重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 230,476,000

計 230,476,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成30年６月30日）

提出日現在発行数(株)
（平成30年８月９日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 54,580,928 54,580,928
東京証券取引所市場第一部

名古屋証券取引所市場第一部

単元株式数

100株

計 54,580,928 54,580,928 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式総
数残高

（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成30年４月１日～

平成30年６月30日
－ 54,580,928 － 5,752 － 6,195

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載する

ことができないことから、直前の基準日（平成30年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成30年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式1,174,300
― 　　　　　―

完全議決権株式（その他） 普通株式53,338,700 533,377 （注）１．２

単元未満株式 普通株式67,928 ― ―

発行済株式総数           54,580,928 ― ―

総株主の議決権 ― 533,377 ―

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄には、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない

　　　　　　株式が1,000株含まれております。なお、「議決権の数」欄には、株主名簿上は当社名義となっておりま

　　　　　　すが、実質的に所有していない株式に係る議決権の数10個を含めておりません。

　　　２．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、役員報酬BIP信託の所有する当社株式165,200株

　　　　　（議決権1,652個）が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成30年６月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

新東工業株式会社

（注）１．２

名古屋市中村区名

駅三丁目28番12号
1,174,300 － 1,174,300 2.15

計 － 1,174,300 － 1,174,300 2.15

（注）　１.上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が、1,000株

　　　　　（議決権の数10個）あります。

　　　　　 なお、当該株式数は「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄に含まれております。

　　　　２.当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は1,174,600株であります。なお、当自己株式数に

　　　　　 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬BIP信託）が保有する当社株式165,200株は、

　　　　　 含まれておりません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平成30

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表

について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成30年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 35,769 31,712

受取手形及び売掛金 ※１,※２ 37,555 ※１,※２ 36,160

有価証券 4,111 5,102

製品 3,498 3,125

仕掛品 8,686 11,031

原材料及び貯蔵品 3,914 4,058

その他 2,341 2,567

貸倒引当金 △366 △362

流動資産合計 95,510 93,396

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 11,380 11,055

機械装置及び運搬具（純額） 5,807 5,723

その他（純額） 8,754 8,688

有形固定資産合計 25,942 25,468

無形固定資産   

のれん 2,554 2,370

その他 3,255 3,066

無形固定資産合計 5,810 5,436

投資その他の資産   

投資有価証券 31,952 32,282

その他 3,277 3,233

貸倒引当金 △46 △46

投資その他の資産合計 35,183 35,469

固定資産合計 66,935 66,374

資産合計 162,446 159,770
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成30年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※２ 17,668 ※２ 15,762

短期借入金 1,642 2,009

未払法人税等 751 126

賞与引当金 1,914 1,052

役員賞与引当金 105 37

製品保証引当金 399 404

受注損失引当金 462 526

その他 14,191 15,903

流動負債合計 37,135 35,823

固定負債   

長期借入金 17,223 17,188

役員退職慰労引当金 260 256

環境安全対策引当金 58 58

退職給付に係る負債 849 854

資産除去債務 102 102

その他 5,721 5,912

固定負債合計 24,215 24,373

負債合計 61,351 60,197

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,752 5,752

資本剰余金 6,271 6,271

利益剰余金 72,771 72,736

自己株式 △1,477 △1,478

株主資本合計 83,317 83,281

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 10,618 10,388

為替換算調整勘定 1,297 241

退職給付に係る調整累計額 435 434

その他の包括利益累計額合計 12,351 11,064

非支配株主持分 5,427 5,227

純資産合計 101,095 99,573

負債純資産合計 162,446 159,770
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

売上高 22,245 24,197

売上原価 15,703 17,098

売上総利益 6,541 7,099

販売費及び一般管理費 5,796 6,257

営業利益 745 842

営業外収益   

受取利息 22 33

受取配当金 263 288

持分法による投資利益 69 -

貸倒引当金戻入額 227 -

その他 43 71

営業外収益合計 627 394

営業外費用   

支払利息 34 24

為替差損 19 35

持分法による投資損失 - 20

その他 26 69

営業外費用合計 80 149

経常利益 1,292 1,086

特別利益   

固定資産売却益 0 10

投資有価証券売却益 32 1

特別利益合計 32 12

特別損失   

固定資産売却損 - 3

固定資産廃却損 0 9

投資有価証券評価損 - 4

特別損失合計 0 18

税金等調整前四半期純利益 1,325 1,080

法人税、住民税及び事業税 45 152

法人税等調整額 △579 359

法人税等合計 △534 511

四半期純利益 1,860 568

非支配株主に帰属する四半期純利益 37 15

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,822 552
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

四半期純利益 1,860 568

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 542 △228

為替換算調整勘定 △359 △1,119

退職給付に係る調整額 13 △0

持分法適用会社に対する持分相当額 △43 △91

その他の包括利益合計 153 △1,440

四半期包括利益 2,013 △872

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,937 △734

非支配株主に係る四半期包括利益 76 △137
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【注記事項】

（追加情報）

（連結貸借対照表）

　当第１四半期連結会計期間より、従来「プラント保証引当金」と表示していた科目名称を「製品保証引当金」に変更し

ております。この科目名称の変更は、事業内容をより明瞭に表示するために行ったものであり、事業の内容についての変

更はありません。

 

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期連結会計

期間から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示してお

ります。

 

（役員報酬ＢＩＰ信託）

　当社は、取締役（社外取締役を除く。）を対象に、信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っております。

(1)取引の概要

　当社は、中期的な企業価値増大への貢献意欲を高めることを目的に、透明性及び客観性の高い役員報酬制度として、企

業価値連動型の株式報酬制度である役員報酬ＢＩＰ信託を導入しておりましたが、平成30年３月末日までの事業年度は、

目標未達のため、株式交付等は行わず、平成30年５月22日開催の取締役会において、制度を継続することを決議いたしま

した。

　継続後の本制度は、平成31年３月末日で終了する事業年度から平成33年３月末日で終了する事業年度までの３事業年度

（以下「対象期間」という。）（※）を対象として、企業価値の増大に応じて、対象期間終了時の一定時期に、役員報酬

として当社株式等の交付等を行う制度です。交付する当社株式等は、役位ならびに対象期間中の資本効率改善度及び業績

目標の達成度等に応じて定めておき、対象期間を通じて資本効率が一定の改善度等に達した場合のみ、対象期間終了後の

一定時期に、役員報酬として当社株式等の交付等を行います。

　信託期間についても、平成27年12月３日から平成30年10月１日までとしておりましたが、平成33年９月30日までに延長

しております。

　（※）継続後の信託期間の満了時において信託契約の変更及び信託追加を行うことにより、信託期間の延長が行われた

　　　　場合には、以降の各３事業年度をそれぞれ対象期間とします。

(2)信託に残存する自社の株式

　信託に残存する自社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式として

計上しております。当第１四半期連結会計期間末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、179百万円、165,200株

であります。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１.受取手形割引高、受取手形裏書譲渡高及び輸出手形割引高

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

受取手形割引高 55百万円 18百万円

受取手形裏書譲渡高 26 21

輸出手形割引高 39 －

 

※２.四半期連結会計期間末日満期手形

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次のとお

りであります。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

受取手形 1,193百万円 1,613百万円

支払手形 1,263 1,145

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結

累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）、のれんの償却額は、次のとおりであり

ます。

 
　前第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

　当第１四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

減価償却費 624百万円 719百万円

のれんの償却額(純額） 28 96

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月24日

取締役会
普通株式 480 9.0 平成29年３月31日 平成29年６月９日 利益剰余金

 （注）配当金の総額には、役員報酬BIP信託に関する配当金１百万円が含まれております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日）

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年５月22日

取締役会
普通株式 587 11.0 平成30年３月31日 平成30年６月６日 利益剰余金

 （注）配当金の総額には、役員報酬BIP信託に関する配当金１百万円が含まれております。

EDINET提出書類

新東工業株式会社(E01541)

四半期報告書

13/17



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

         （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３ 

鋳造
分野

表面処
理分野

環境
分野

搬送
分野

特機
分野

計

売上高           

外部顧客への
売上高

7,349 9,749 2,163 1,708 1,244 22,215 30 22,245 - 22,245

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

128 41 196 12 50 429 547 977 △977 -

計 7,477 9,791 2,359 1,721 1,294 22,644 577 23,222 △977 22,245

セグメント利益
又は損失（△）

542 571 145 △49 △3 1,206 0 1,207 △461 745

（注）１．「その他」区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、機械設計、情報関連及び福利厚生事

         業等を含んでおります。

　 　 ２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△461百万円には、セグメント間取引消去43百万円、各報告セグメン

　　　　　トに配分していない全社費用△505百万円を含んでおります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

　　　　　研究開発費及び本社管理部門に係る費用であります。

 　　 ３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

         （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３ 

鋳造
分野

表面処
理分野

環境
分野

搬送
分野

特機
分野

計

売上高           

外部顧客への
売上高

7,610 10,999 2,457 1,683 1,407 24,158 39 24,197 - 24,197

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

141 0 76 12 40 271 499 770 △770 -

計 7,751 10,999 2,533 1,695 1,448 24,429 538 24,968 △770 24,197

セグメント利益
又は損失（△）

66 873 231 51 △19 1,203 20 1,224 △381 842

（注）１．「その他」区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、機械設計、情報関連及び福利厚生事

         業等を含んでおります。

　 　 ２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△381百万円には、セグメント間取引消去50百万円、各報告セグメン

　　　　　トに配分していない全社費用△432百万円を含んでおります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

　　　　　研究開発費及び本社管理部門に係る費用であります。

 　　 ３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 34円24銭 10円38銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
1,822 552

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（百万円）
1,822 552

普通株式の期中平均株式数（株） 53,242,593 53,241,300

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

     ２．株主資本において自己株式として計上されている役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式は、１株当たり四半

期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（当第１四半期連

結累計期間165,200株）。

 

２【その他】

（１）決算日後の状況

　特記事項はありません。

 

（２）配当に関する事項

平成30年５月22日開催の取締役会において、前連結会計年度の期末配当に関し、次のとおり決議いたしました。

①配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・587百万円

②１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・11円00銭

③支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・平成30年６月６日

（注）平成30年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

   平成30年8月8日

新東工業株式会社    

取締役会　御中   

 

 有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 瀧沢　宏光　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 髙橋　正伸　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新東工業株式会社

の平成30年4月1日から平成31年3月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成30年4月1日から平成30年6月

30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年4月1日から平成30年6月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新東工業株式会社及び連結子会社の平成30年6月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

新東工業株式会社(E01541)

四半期報告書

17/17


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第１四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

